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プラスユー株式会社との業務提携の解消および同社からの固定資産の取得に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年４月 28 日開催の取締役会において、プラスユー株式会社（以下「プラスユー」とい

う。）との「クラッシュフィーバー（以下「本タイトル」という。）」に関する業務提携の解消および同社

からの固定資産の取得について決議しましたのでお知らせいたします。 

 

１．解消および取得の理由 

当社とプラスユーの親会社であるユナイテッド株式会社（以下「ユナイテッド」という。）は、

2015 年３月および７月に両社の共同事業として本タイトルの日本および海外での企画・開発・運

営を実施し、両社で役務の分担や収益・費用の分配を行うことを目的とした業務提携（2021 年 2

月にユナイテッドの会社分割によりプラスユーが権利義務を承継、以下「本業務提携」という。）

について合意しました。 

本業務提携以降、当社が主に開発・運営を担い、プラスユーがプロモーションや他社 IP とのコ

ラボイベントの各種サポートを担ってきましたが、2015 年７月に日本版をリリースした本タイト

ルは運営７年目を迎え、ユーザーの皆さまに長く楽しんでいただけるタイトルとなっています。 

この度、本タイトルの今後の展開や収益見通しを鑑み、運営体制の最適化について両社で協議

を行った結果、本業務提携を解消し、当社単独での運営を行っていくことが本タイトルのさらな

る長期かつ安定的な運営に、また両社の企業価値向上にも資するものと判断し合意に至りまし

た。 

なお、プラスユー担当業務であるプロモーションや他社 IP とのコラボイベントの企画、運営に

ついては、従来から両社で協議のうえ実施しており、当社でもノウハウ蓄積していること、ま

た、業務引継ぎも実施することから、今後の本タイトルの運営に大きな支障はないものと考えて

います。 

また、本業務提携の解消に伴い、当社はプラスユーが保有する固定資産たる本タイトルに関す

る企画、開発および運営の一切を行い収益を収受する権利のプラスユー持分を譲り受けます。 

 

２．解消の内容等 

（１）取得資産の内容 

（１） 対 象 資 産 の 名 称 共同運営権持分 

（２） 所 在 地 － 

（３） 資 産 の 概 要 

本タイトルに関する企画、開発および運営の一切を

行い収益を収受する権利 

本タイトルを構成する知的財産権 

（４） 譲渡の価額および決済方法 
譲渡の価額 350百万円 

決済方法 銀行振込 

 

（２）その他の事項 

ユナイテッドは本業務提携のパートナーであるプラスユーの親会社であるとともに、2022 年２

月末時点で 153,800 株（発行済株式総数（自己株式を除く）の 7.15％）を保有する当社株主でも

あります。ユナイテッドには、今後も当社株主として、当社の中期的な成長をご支援いただき、

両社は、共同して、当社の企業価値向上を目指していく方針です。 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 プラスユー株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷一丁目２番５号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 石崎 進 



（４） 事 業 内 容 コンテンツ事業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年２月１日 

（７） 大 株 主 お よ び 持 株 比 率 ユナイテッド株式会社 100％ 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

本タイトルの開発・運営に係る費

用負担、収益分配等の取引があり

ます。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 
当該会社の最近３年間の経

営成績および財政状態 

当該会社は、非公開会社であり、当該会社の意向に

より、非開示としております。 
 

４．日程 

（１）取締役会決議日 2022 年４月 28 日 

（２）契約締結日 2022 年４月 28 日 

（３）効力発生日および取得日 2022 年５月１日 

 

５．今後の見通し 

本件による影響は、2021 年 10月 13日公表の 2022 年８月期業績予想のレンジ内におさまるもの

と判断していますが、今後の動向を踏まえ業績予想の修正が必要となる場合には速やかに開示し

ます。 

 

以   上 


